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その１

財
政
用
語
解
説

■
市
税
■

皆
さ
ん
が
市
に
納
め
る
税
金

■
繰
越
金
■

前
年
度
か
ら
持
ち
越
す
お
金

■
繰
入
金
■

主
に
各
種
基
金
の
取
り
崩
し
に

よ
っ
て
繰
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
交
付
税
■

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し
た
税
金

の
中
か
ら
、
市
の
財
政
状
況
に
応

じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
国
県
支
出
金
■

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、
国
や
県

か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
市
債
■

市
の
借
金
の
こ
と

事
業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融

機
関
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
譲
与
税
■

国
が
徴
収
し
た
自
動
車
重
量
税
な

ど
か
ら
配
分
さ
れ
る
お
金

■
自
主
財
源
■

市
が
独
自
に
得
る
こ
と
が
で
き
る

お
金

市
税
、
分
担
金
負
担
金
、
使
用
料
、

手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附
金
、

繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸
収
入
な
ど

■
依
存
財
源
■

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借

り
入
れ
る
お
金

地
方
交
付
税
、
国
県
支
出
金
、
市

債
、
地
方
譲
与
税
な
ど

　

平
成
二
十
八
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算

は
、前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
て
10
・
７
％

増
の
二
百
十
六
億
三
百
万
円
と
、
過
去
最
大

の
大
型
予
算
に
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
景
気
の
動
向
な
ど
を
踏
ま
え

市
税
の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、

ふ
る
さ
と
納
税
の
好
調
を
受
け
、
寄
附
金
や

繰
入
金
を
増
額
し
て
計
上
し
て
い
ま
す
。
一

方
、
国
の
財
政
計
画
な
ど
を
踏
ま
え
、
地
方

交
付
税
は
減
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
教
育
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の

推
進
に
向
け
、
確
か
な
学
び
を
支
え
る
学
力

向
上
事
業
、
理
数
英
チ
ャ
レ
ン
ジ
in
ひ
が
し

ね
事
業
を
新
た
に
計
上
す
る
と
と
も
に
、
語

学
指
導
事
業
を
拡
充
し
て
計
上
、
小
規
模
特

認
校
事
業
や
十
一
月
オ
ー
プ
ン
の
公
益
文
化

施
設「
ま
な
び
あ
テ
ラ
ス
」整
備
事
業
な
ど
を

継
続
し
て
計
上
し
ま
し
た
。

　

ま
た
安
心
し
て
育
児
が
で
き
る
環
境
づ
く

り
を
推
進
す
る
た
め
、
保
育
所
等
整
備
加
速

化
事
業
を
新
た
に
計
上
し
、
乳
児
全
戸
訪
問

事
業
、
第
三
子
以
降
の
保
育
料
等
無
料
化
に

係
る
経
費
を
拡
充
し
て
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
は
、
防
災
体
制
の
充
実
強
化
に
向

け
た
防
災
行
政
無
線
の
整
備
や
ふ
る
さ
と
納

税
関
連
事
業
、
果
樹
王
国
ひ
が
し
ね
６
次
産

業
化
推
進
事
業
、
東
の
杜
資
料
館
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
事
業
な
ど
、
本
市
の
魅
力
を
向
上
さ

せ
る
事
業
を
多
数
計
上
し
て
い
ま
す
。

216億3００万円
【一般会計】

その他※
22億8,854万円
（10.7%）

（＋8,029万円）

教育費
41億2,791万円
（19.1％）

（＋3億5,007万円）

衛生費
14億259万円
（6.5%）

（－１億3,031万円）

公債費
19億2,601万円
（8.9%）

（－6,469万円）

土木費
21億88万円
（9.7%）

（－2億1,931万円）

市債
25億200万円
（11.6%）

（＋9,650万円）

地方交付税
39億1,800万円
（18.1%）

（－2億1,300万円）

依存財源
（52.5%）

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など
38億2,460万円
（17.7%）

（＋15億5,361万円） 

市税
64億2,941万円
（全体の29.8%）
（前年度当初予算比
＋4億6,000万円） 国県支出金

39億1,219万円
（18.1%）

（＋1億5,729万円）

総務費
34億2,155万円
（15.8%）

（＋13億6,547万円）

民生費
63億3,552万円
（全体の29.3%）
（前年度当初予算比
＋7億547万円） 



当
初
予
算

「
歳　

出
」
編

その2■
民
生
費
■

子
ど
も
や
高
齢
者
な
ど
を
対
象
と

し
た
福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金

■
教
育
費
■

公
民
館
や
小
中
学
校
、
文
化
活
動

な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
総
務
費
■

市
報
や
庁
舎
管
理
な
ど
、
市
の
全

般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る
お
金

■
土
木
費
■

道
路
、
橋
、
公
園
な
ど
の
整
備
や

維
持
に
使
わ
れ
る
お
金

■
公
債
費
■

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
に
使
わ

れ
る
お
金

■
衛
生
費
■

乳
幼
児
の
健
診
事
業
や
ご
み
の
処

理
な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
農
林
水
産
業
費
■

農
林
業
の
振
興
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金

■
商
工
費
■

商
工
業
の
発
展
、
観
光
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金

■
消
防
費
■

消
防
活
動
に
使
わ
れ
る
お
金

＊
平
成
28
年
度
に
実
施
さ
れ
る
主

な
事
業
の
予
算
額
は
、
５
〜
９

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

一般会計予算の概要と特徴

歳出  216億300万円

歳入  216億300万円

特徴２：教育費の増
確かな学びを支える学力向上
事業や神町小学校改築事業、
東の杜資料館リノベーション
事業、４月にオープンする東
根市中央運動公園の運営管理
費用等、新たな事業を多数計
上するとともに、英語教育の
充実を図るため、語学指導事
業を拡充したことによる増額
を見込んでいます。また、ま
なびあテラスの整備に係る費
用を継続して計上しています。

特徴３：総務費の増
市民バス更新に係る費用を
新たに計上するとともに、
防災行政無線整備事業の本
格実施やふるさと納税関連
費用を拡充して計上したこ
とによる大幅な増額を見込
んでいます。

特徴４：土木費の減
まなびあテラス整備に関連
し、街路灯設置事業を新た
に計上するとともに、まな
びあ公園整備事業に係る費
用を拡充して計上したもの
の、神町公民館や大森山公
園グラウンド・ゴルフ場整
備等の大型事業の完了に伴
い減額を見込んでいます。

特徴１：民生費の増
民間による保育所や介護施
設の整備に対する助成事業
や東根中部学童保育所整備
に係る費用を新たに計上す
るとともに、第３子以降の
保育料等無料化に伴う関連
費用を拡充して計上したこ
とによる大幅な増額を見込
んでいます。

特徴１：市税の増
税制改正に伴う法人市民税
率の引き下げにより法人市
民税の減額を見込む一方、
景気の動向等を踏まえ個人
市民税、固定資産税を増額
計上したことにより、全体
では7.7％の増を見込んで
います。

特徴２：繰入金、寄附金の増
繰入金は、公共文化施設整
備基金、ふるさとづくり基
金からの繰入で増額を見込
んでいます。
寄附金は、ふるさと納税に
係る寄附金の大幅な増額を
見込んでいます。

特徴３：地方交付税の減
平成27年度に実施された
国勢調査の人口増加による
影響等プラス要因はあるも
のの、国の財政計画や税収
の伸びによる影響を加味し、
減額を見込んでいます。

特徴４：国県支出金の増
神町公民館や大森山公園グ
ラウンド・ゴルフ場整備等
の大型事業の完了に伴う国
庫補助金の減少はあるもの
の、民間保育所や東根中部
学童保育所、介護施設の整
備等に伴う国県交付金の増
額を見込み、全体では4.2％
の増を見込んでいます。

※その他は、農林水産業費・商工費・消防費など

その他その他※
22億8,8548,854万円
（10.7%10.7%）

（＋8,029万円8,029万円）

教育費教育費
41億2,791万円41億2,791万円
（19.（19.1％）

（＋3億5,007万円）3億5,007万円）

衛生費衛生費
14億259万円億259万円
（6.5%）（6.5%）

（－１億3,031万円）

公債費公債費
19億2,601万円19億2,601万円
（8.9%8.9%）

（－6（－6,469469万円万円）

土木費土木費
21億88万円億88万円
（9.7%）（9.7%）

（－2億1－2億1,931,931万円）

市債市債
25億200万円25億200万円
（11.6%）（11.6%）

（＋9,650万円）9,650万円）

地方交付税地方交付税
39億1,800万円39億1,800万円
（18.1%18.1%）

（－2億1,300万円－2億1,300万円）

依存財源依存財源
（52.552.5%）%）

繰越金・繰入金・繰越金・繰入金・
寄附金・寄附金・諸収入など諸収入など
38億2,4602,460万円
（17.717.7%）

（＋15億5,361万円15億5,361万円） ） 

市税
64億2,941万円64億2,941万円
（全体の（全体の29.8%29.8%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比
＋4億6,000万円4億6,000万円） ） 

自主財源
（47.5%）

市債
25億200万円
（11.6%）

（＋9,650万円）

地方譲与税・
地方消費税交付金など
10億1,680万円
（4.7%）
（＋3,260万円）

依存財源
（52.5%）

繰越金・繰入金・
寄附金・諸収入など
38億2,460万円
（17.7%）

（＋15億5,361万円） 

地方交付税
39億1,800万円
（18.1%）

（－2億1,300万円）

国県支出金国県支出金
39億1,219万円39億1,219万円
（18.1%18.1%）

（＋（＋1億5,729万円1億5,729万円）

国県支出金
39億1,219万円
（18.1%）

（＋1億5,729万円）

市税
64億2,941万円
（全体の29.8%）
（前年度当初予算比
＋4億6,000万円） 

教育費
41億2,791万円
（19.1％）

（＋3億5,007万円）

土木費
21億88万円
（9.7%）

（－2億1,931万円）

総務費総務費
34億2,155万円億2,155万円
（15.8%15.8%）

（＋13億（＋13億6,547万円6,547万円）

総務費
34億2,155万円
（15.8%）

（＋13億6,547万円）

その他※
22億8,854万円
（10.7%）

（＋8,029万円）

民生費民生費
63億3,552万円63億3,552万円
（全体の（全体の29.3%29.3%）
（前年度当初予算比（前年度当初予算比
＋7億547万円7億547万円） ） 

民生費
63億3,552万円
（全体の29.3%）
（前年度当初予算比
＋7億547万円） 

衛生費
14億259万円
（6.5%）

（－１億3,031万円）

公債費
19億2,601万円
（8.9%）

（－6,469万円）


